
JP WO2010/018780 A1 2010.2.18

10

(57)【要約】
　複数のチューナを有する装置においてチャンネル遷移
時に発生する画質劣化を低減する。
　このため本発明は、受信信号を少なくとも２つ以上の
信号に分配する分配部で分配された受信信号から、所望
のチャンネルの信号を選択して中間周波信号又はベース
バンド信号を得る受信部３００を備えた。また、受信部
３００で中間周波数信号又はベースバンド信号を生成す
るために必要な周波数信号を生成して受信部３００に供
給する局部発振部３０５と、局部発振部３０５で発振す
る周波数を制御するための周波数制御電圧を生成するＰ
ＬＬ部３１０とを備えた。そして、受信部３００で受信
するチャンネルを変更する場合であり、分配部で分配さ
れた受信信号を受信する他の受信部で選局中のチャンネ
ルを横切ることを検知した場合に、ＰＬＬ部３１０で周
波数制御電圧を変化させる速度を遅くする制御を行う制
御部４０とを備えた。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　受信信号を少なくとも２つ以上の信号に分配する分配部で分配された受信信号から、所
望のチャンネルの信号を選択して中間周波信号又はベースバンド信号を得る受信部と、
　前記受信部で前記中間周波数信号又はベースバンド信号を生成するために必要な周波数
信号を生成して、前記受信部に供給する局部発振部と、
　前記局部発振器から出力された周波数信号を帰還信号として、前記局部発振器で発振す
る周波数を制御するための周波数制御電圧を生成するＰＬＬ部と、
　前記受信部で受信するチャンネルを変更する場合であり、前記分配部で分配された受信
信号を受信する他の受信部で選局中のチャンネルを横切ることを検知した場合に、前記Ｐ
ＬＬ部で前記周波数制御電圧を変化させる速度を遅くする制御を行う制御部とを備えた
　受信装置。
【請求項２】
　前記制御部による、前記制御電圧を変化させる速度を遅くする制御は、前記ＰＬＬ部の
ループゲインを下げる処理又は、前記ＰＬＬ部のループフィルタのカットオフ周波数を下
げる処理により行う
　請求項１記載の受信装置。
【請求項３】
　前記受信部及び前記ＰＬＬ部は、前記分配部で分配された受信信号の数に対応して複数
設けられ、
　前記制御部は、前記複数の受信部と前記複数のＰＬＬ部の制御を行う
　請求項２記載の受信装置。
【請求項４】
　前記制御部は、当該受信装置とは別の受信装置と通信線により接続され、前記通信線を
介して行われる通信により、前記別の受信装置で選局中のチャンネルの情報を取得する
　請求項２記載の受信装置。
【請求項５】
　前記ＰＬＬ部は、
　前記制御部の制御に基づいて所定の周波数を有する基準信号を生成する基準信号発生部
と、
　前記局部発振部で生成された前記周波数信号と前記基準信号発生部で生成された基準信
号との位相の差を比較して出力する位相比較部と、
　前記位相比較部からの出力に応じた電流を生成するチャージポンプ部と、
　前記チャージポンプ部で生成された電流を増幅する直流アンプと、
　前記直流アンプで増幅された電流を積分して直流電圧とし、前記直流電圧を前記局部発
振部に供給するローパスフィルタとを備える
　請求項２記載の受信装置。
【請求項６】
　前記制御部による前記ＰＬＬ部のループゲインを下げる処理は、前記チャージポンプ部
で生成する電流の上限値を下げること又は、前記ＤＣアンプのゲインを下げることにより
行う
　請求項５記載の受信装置。
【請求項７】
　前記制御部による前記ＰＬＬ部のループフィルタのカットオフ周波数を下げる処理は、
前記ローパスフィルタのカットオフ周波数を下げることにより行う
　請求項５記載の受信装置。
【請求項８】
　前記制御部は、前記受信部でのチャンネルの変更動作が完了した時点で、前記制御電圧
を変化させる速度を遅くする制御を終了させる
　請求項２記載の受信装置。
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【請求項９】
　前記他の受信部で選局中のチャンネルを横切る場合とは、前記チャンネルの遷移時に、
前記周波数制御電圧の値が、前記他の受信部に供給されている周波数制御電圧の値と同一
になる場合である
　請求項２記載の受信装置。
【請求項１０】
　前記制御部は、前記チャージポンプ部の電流上限値を変更する場合に、前記電流上限値
を設定しうる最低の値に設定する
　請求項６記載の受信装置。
【請求項１１】
　受信信号を少なくとも２つ以上の信号に分配された受信信号から、所望のチャンネルの
信号を選択して中間周波信号又はベースバンド信号を得る受信処理と、
　前記受信処理で前記中間周波数信号又はベースバンド信号を生成するために必要な周波
数信号を生成する局部発振処理と、
　前記周波数信号を帰還信号として、前記局部発振処理で発振する周波数を制御するため
の周波数制御電圧を生成するＰＬＬ処理と、
　前記受信するチャンネルを変更する場合であり、前記分配された受信信号を受信する他
の受信処理によって選局中のチャンネルを横切ることを検知した場合に、前記ＰＬＬ処理
で前記周波数制御電圧を変化させる速度を遅くする制御処理とを含む
　受信方法。
【請求項１２】
　受信信号を少なくとも２つ以上の信号に分配された受信信号から、所望のチャンネルの
信号を選択して中間周波信号又はベースバンド信号を得る受信処理と、
　前記受信処理で前記中間周波数信号又はベースバンド信号を生成するために必要な周波
数信号を生成する局部発振処理と、
　前記周波数信号を帰還信号として、前記局部発振処理で発振する周波数を制御するため
の周波数制御電圧を生成するＰＬＬ処理と、
　前記受信するチャンネルを変更する場合であり、前記分配された受信信号を受信する他
の受信処理によって選局中のチャンネルを横切ることを検知した場合に、前記ＰＬＬ処理
で前記周波数制御電圧を変化させる速度を遅くする制御処理とをコンピュータに実行させ
る
　プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、例えば、チューナを有するテレビジョン受像機に適用して好適な受信装置、
受信方法及びプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、テレビジョン受像機や、ＤＶＤ（Digital Versatile Disc）レコーダやＨＤＤ（
Hard Disk Drive）レコーダ等の記録再生装置において、チューナを２台以上搭載したも
のが増えてきている。また、アンテナが受信したＲＦ（Radio Frequency）信号をスプリ
ッタで分配し、分配された信号を、チューナを搭載した複数台の装置に供給することも行
われている。
【０００３】
　このような構成とすることで、例えば１台のチューナである放送局（以下、チャンネル
とも称する）で放送されている番組プログラムを受信しながら、他のチューナで別のチャ
ンネルで放送中の番組プログラムも同時に受信するということも可能になる。
【０００４】
　また、１つのチューナで受信した番組プログラムの映像を表示画面に表示しながら、他
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のチューナで受信した別の番組プログラムをＨＤＤ等に記録（録画）するということもで
きるようになる。表示画面の領域を複数に分割可能な表示装置を用いれば、分割した各表
示領域に、複数のチューナによって受信された異なる番組プログラムの映像を表示させる
こともできる。
【０００５】
　さらに、１台のチューナであるチャンネルで放送中の番組プログラムを受信している間
に、他のチューナでＥＰＧ（Electronic Program Guide：電子番組表）を受信する、とい
ったことも行われている。
【０００６】
　複数のチューナは、マイクロコンピュータ等で構成された制御部によってそれぞれが個
別に制御されることにより、互いに異なるチャンネルを選局することが可能となる。
【０００７】
　例えば特許文献１には、メインチューナとサブチューナの２つのチューナを備えたテレ
ビジョン受像機について記載されている。
【特許文献１】特開２０００－３５０１０８号公報
【０００８】
　ところで、このような複数のチューナを搭載した装置又は、分配されたＲＦ信号を受信
する複数台の装置において、あるチューナで選局の切り替え動作が行われた場合に、その
動作の影響が他のチューナにも及んでしまうことがある。そしてこの影響によって、他の
チューナで受信中の映像にノイズが乗ってしまうという現象が生じることがあった。
【０００９】
　例えば、チューナを２台搭載したテレビジョン受像機において、１台のチューナでは地
上波デジタル放送の特定のチャンネルが選局されており、他のチューナにおいては、同じ
く地上波デジタル放送のチャンネルが切り替えられる場合を想定する。
【００１０】
　図１に、このようなテレビジョン受像機における、それぞれのチューナでの選局状態を
示してある。図１（ａ）には、チャンネルＣＨ２を選局中のチューナ（第１のチューナ）
での選局状態を示してあり、図１（ｂ）には、チャンネルの切り替えが行われる別のチュ
ーナ（第２のチューナ）の選局状態を示してある。図１（ａ）と図１（ｂ）において、横
軸はチャンネル周波数を示す。
【００１１】
　図１（ａ）には、第１のチューナにおいてチャンネルＣＨ２が選局されていることが示
されている。このような状態で、図１（ｂ）に示されるように、第２のチャンネルにおい
て、チャンネルＣＨ２よりも低い周波数のチャンネルＣＨ１から、チャンネルＣＨ２より
も高い周波数のチャンネルＣＨ３に選局が切り替えられるものとする。
【００１２】
　この場合、第２のチューナでは、制御部（図示略）の制御に基づいて、チャンネルの切
り替えを行うための周波数制御電圧の値が、チャンネルＣＨ１を選局するための電圧値か
らチャンネルＣＨ３を選択するための電圧値に変化する。この電圧値の変化は、ある程度
の時間をかけて徐々に変化する。このために、電圧値が、チャンネルＣＨ２選局用の電圧
値と同じ電圧になるタイミングが生じる。このように２つのチューナでの周波数制御電圧
の値が同じになるときに、問題は生じる。
【００１３】
　第２のチューナにおける周波数制御電圧の値が、チャンネルＣＨ２選局用の電圧値と同
一になると、第１のチューナにおけるインピーダンス条件と第２のチューナにおけるイン
ピーダンス条件とが瞬間的に同等になる。これによって、第１のチューナでの入力インピ
ーダンスが急変し、第１のチューナに入力されるＲＦ信号の入力レベルも一時的に変動す
る。変動が生じるのは、第２のチューナにおける周波数制御電圧の値がチャンネルＣＨ２
選局用の電圧値を横切る一瞬のみであり、その後、第１のチューナに入力されるＲＦ信号
のレベルは元に戻る。
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【００１４】
　チューナには、信号の出力レベルを一定に保つためのＡＧＣ（Automatic Gain Control
）回路が備えられているが、第１のチューナにおけるＡＧＣ回路は、このようにＲＦ信号
の入力レベルが急激に変化した場合には、それに追従することができない。つまり、適正
な制御を行うことができなくなってしまう。これにより、表示画面に出力される映像に線
が走ったり、ブロックノイズが発生する等の、画質劣化が起きてしまうという問題があっ
た。
【００１５】
　本発明はかかる点に鑑みてなされたものであり、複数のチューナを有する装置又は、分
配されたＲＦ信号を受信する各装置において、チャンネル遷移時に発生する画質劣化を低
減することを目的とする。
【発明の概要】
【００１６】
　本発明の受信装置は、受信信号を少なくとも２つ以上の信号に分配する分配部で分配さ
れたそれぞれの受信信号から所望のチャンネルの信号を選択して中間周波信号又はベース
バンド信号を得る受信部を備えた。さらに、中間周波数信号又はベースバンド信号を生成
するために必要な周波数信号を生成して受信部に供給する局部発振部と、局部発振器から
出力された周波数信号を帰還信号として、局部発振器で発振する周波数を制御するための
周波数制御電圧を生成するＰＬＬ部とを備えた。
そして、受信部で受信するチャンネルを変更する場合であり、分配部で分配された受信信
号を受信する他の受信部で選局中のチャンネルを横切ることを検知した場合に、ＰＬＬ部
で周波数制御電圧を変化させる速度を遅くする制御を行うようにした。
【００１７】
　このようにしたことで、周波数制御電圧生成部での周波数制御電圧の生成処理もゆっく
り行われるようになるため、選局時の局部発振部の過渡応答も遅くなる。これにより、チ
ャンネルの遷移時に他のチューナで選局中のチャンネルを横切った場合にも、他のチュー
ナにおいて生じる入力インピーダンスの変動が緩やかなものとなり、他のチューナに入力
される信号におけるレベルの変動も穏やかなものとなる。
【００１８】
　本発明によると、チャンネルの遷移時に他のチューナで選局中のチャンネルを横切った
場合にも、他のチューナにおいて生じる入力インピーダンスの変動に伴う、入力信号での
レベル変動は緩やかなものとなる。これにより、ＡＧＣ回路によって自動利得制御が行わ
れる場合にも制御が適正に行われるようになり、出力画像の画質の劣化が抑制されるよう
になる。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】従来の第１のチャンネルと第２のチャンネルでの選局状況の例を示す説明図であ
る。
【図２】本発明の第１の実施の形態による第１のチューナと第２のチューナの構成例を示
すブロック図である。
【図３】本発明の第１の実施の形態による第２のチューナの内部構成例を示すブロック図
である。
【図４】本発明の第１の実施の形態による周波数制御電圧の変位とＲＦ入力信号レベルの
変位との関係の例を示す説明図であり、（ａ）はチャージポンプ部から供給される電流が
大きい場合の例を示し、（ｂ）はチャージポンプ部から供給される電流が小さい場合の例
を示す。
【図５】本発明の第１の実施の形態による制御部での処理の例を示すフローチャートであ
る。
【図６】本発明の第２の実施の形態による第１のチューナと第２のチューナの構成例を示
すブロック図である。
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【図７】本発明の第２の実施の形態による制御部での処理の例を示すフローチャートであ
る。
【図８】本発明の第２の実施の形態による受信装置の適用例（１）を示す説明図である。
【図９】本発明の第２の実施の形態による受信装置の適用例（２）を示す説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　以下、本発明の実施の形態を、図２～図９を参照して説明する。なお、本実施の形態は
、以下の順序で説明する。
１．第１の実施の形態（複数のチューナを搭載した受信装置の構成例）
２．第２の実施の形態（スプリッタで分配された信号を、チューナを搭載した複数台の受
信装置が受信する場合の構成例）
【００２１】
＜第１の実施の形態＞
　以下、本発明の第１の実施の形態を、図２～図５を参照して説明する。第１の実施の形
態では、本発明の受信装置を、チューナを２台搭載したテレビジョン受像機に適用してい
る。
【００２２】
［装置の全体構成例］
　図２は、本実施の形態における受信装置を適用したテレビジョン受像機の、受信部分の
構成例を示したものである。なお、本例ではテレビジョン受像機に適用した場合を例に挙
げるが、チューナを有する装置であれば、ビデオレコーダやＨＤＤレコーダ、ＤＶＤレコ
ーダ、Blu-ray（登録商標）レコーダ等の記録再生装置や、パーソナルコンピュータ等の
他の装置に適用してもよい。
【００２３】
　本実施の形態によるテレビジョン受像機は、図２に示すように、ＲＦ入力信号を２つに
分配するスプリッタ１０と、第１のチューナ２０と、第２のチューナ３０と、第１のチュ
ーナ２０及び第２のチューナ３０を制御する制御部４０とを備える。第１のチューナ２０
はチューナ部２１と復調部２２とを備え、第２のチューナ３０は、チューナ部３１と復調
部３２とを備える。そして、第１のチューナにおけるチューナ部２１と復調部２２は、制
御線Ｌｎ１を介して制御部４０と接続してあり、第２のチューナ３０におけるチューナ部
３１と復調部３２は、制御線Ｌｎ２を介して制御部４０と接続してある。つまり、第１の
チューナ２０におけるチューナ部２１と復調部２２と、第２のチューナ３０におけるチュ
ーナ部３１と復調部３２とは、同一の制御部４０によって制御される。
【００２４】
　チューナ部２１とチューナ部３１は、スプリッタ１０で分配されたＲＦ入力信号の中か
ら希望するチャンネルの電波を選択（選局）して、選局した信号の周波数を、中間周波数
の信号に変換して増幅する。復調部２２と復調部３２は、チューナ部２１とチューナ部３
１から出力された中間周波信号（以下、ＩＦ信号とも称する）から、映像信号と音声信号
を取り出して、図示せぬ表示部やスピーカに出力する。
【００２５】
　制御部４０は、マイクロコンピュータ等より構成される。そして、ユーザよりリモート
コントロール装置等を介してチャンネルの切り替えが指示されたり、ユーザにより指定さ
れた録画時間にチャンネルの切り替えを行う場合に、チャンネル切り替えに必要な情報を
各チューナに出力する。チャンネルの切り替えに必要な情報としては、後述するプログラ
マブル分周器における分周比や、同じく後述するＡＧＣ回路におけるＡＧＣレベル等があ
る。
【００２６】
　また、制御部４０は、例えば処理の負荷が低いタイミング（アイドル時間）等所定のタ
イミングで、第１のチューナ２０及び第２のチューナ３０で選局中のチャンネルの情報（
選局周波数）を取得し、取得した情報を、図示せぬテーブル等に書き込むことも行う。そ
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して、第１のチューナ２０又は第２のチューナ３０がチャンネルの選局を開始したときに
このテーブルの値を参照し、一方のチューナによる選局が、他のチューナで選局中のチャ
ンネルをまたぐか否かの判断を行う。そして、一方のチューナによる選局が、他のチュー
ナで選局中のチャンネルをまたぐと判断した場合に、後述する制御を行う。
【００２７】
　図３に、第２のチューナ３０の内部構成例を示してある。本実施の形態では、第２のチ
ューナ３０が、第１のチューナ２０で選局中のチャンネルをまたぐようなチャンネル切り
替えを行う場合を例に挙げるため、第２のチューナ３０の構成を説明するが、第１のチュ
ーナ２０も、第２のチューナ３０と同一の構成であるものとする。
【００２８】
　第２のチューナ３０は、受信回路（受信部）３００とＰＬＬ（Phase-Locked Loop）回
路３１０とを含む。受信回路３００は、第１のバンドパスフィルタ（以下、ＢＰＦと称す
る）３０１と、低雑音増幅器３０２と、第２のＢＰＦ３０３と、ミキサ３０４と、局部発
振器３０５と、中間周波増幅器３０６と、自動利得制御部としてのＡＧＣ回路３０７とに
より構成される。
【００２９】
　第１のＢＰＦ３０１は、図示せぬコイルと可変コンデンサ等よりなる同調回路であり、
可変コンデンサの静電容量を変化させることで、希望する受信周波数を選択する。それと
ともに、妨害となる不要信号の排除も行う。低雑音増幅器３０２は、第１のＢＰＦ３０１
を通過した高周波電圧を増幅して第２のＢＰＦ３０３に出力する。第２のＢＰＦ３０３は
、希望周波数以外の妨害となる周波数成分（イメージ周波数）を減衰させるフィルタであ
り、第２のＢＰＦ３０３を通過した信号はミキサ３０４に入力される。
【００３０】
　ミキサ３０４は、第２のＢＰＦ３０３を通過した希望周波数の信号と局部発振器３０５
から出力された局部発振信号とを混合することにより、ＩＦ信号に変換する。局部発振器
３０５は、ＰＬＬ回路３１０から出力される周波数制御電圧に基づいて、ＲＦ信号をＩＦ
信号に変換するための周波数信号を生成し、ミキサ３０４に出力する。
【００３１】
　中間周波増幅器３０６は、ミキサ３０４で変換されたＩＦ信号を増幅するとともに、信
号レベルの最適化を行い、調整後のＩＦ信号を復調部３２（図２参照）へ出力する。ＡＧ
Ｃ回路３０７は、中間周波増幅器３０６で増幅されたＩＦ信号を取り出して、低雑音増幅
器３０２でのゲインを調整するためのＡＧＣ制御信号を生成し、生成したＡＧＣ制御信号
を低雑音増幅器３０２に供給する。
【００３２】
　ＰＬＬ回路３１０は、局部発振器３０５から出力された局部発振信号を帰還信号として
、局部発振器３０５での発振周波数を制御するための周波数制御電圧を生成する。ＰＬＬ
回路３１０は、プログラマブル分周部３１１と、基準信号発生部３１２と、位相比較部３
１３と、チャージポンプ部３１４と、周波数制御電圧生成部３１５とを有する。
【００３３】
　プログラマブル分周部３１１は、局部発振器３０５から帰還された信号（以下、帰還信
号とも称する）のレベルの最適化を図るとともに、制御部４０から供給される分周比に基
づいて、帰還信号を所定の周波数に分周する。そして、調整後の信号を位相比較部３１３
に出力する。
【００３４】
　基準信号発生部３１２は、制御部４０による制御に基づいて、所定の周波数に設定した
基準信号を生成し、生成した基準信号を位相比較部３１３に供給する。位相比較部３１３
は、基準信号発生部３１２から供給された基準信号の位相と、プログラマブル分周部３１
１から出力された信号の位相とを比較して、その位相差に応じた電流レベル、極性を示す
信号を生成してチャージポンプ部３１４に出力する。
【００３５】
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　チャージポンプ部３１４は、電源としての役割を成しており、位相比較部３１３から出
力された信号の内容と制御部４０からの制御内容に基づいて、所望のレベルと極性の電流
・電圧を発生させ、周波数制御電圧生成部３１５に出力する。チャージポンプ部３１４で
発生させる電流の上限値は、制御部４０から指示されるレベルに設定される。電流の上限
値（以下、電流上限値と称する）のレベルは、例えば５段階に設定可能であるものとする
。
【００３６】
　周波数制御電圧生成部３１５は、チャージポンプ部３１４から入力された電流・電圧の
レベルに応じた大きさの周波数制御電圧を発生させる。そして、この周波数制御電圧は、
局部発振器３０５と第１のＢＰＦ３０１と第２のＢＰＦ３０３の制御に使用される。
【００３７】
　周波数制御電圧生成部３１５は、ＤＣアンプ３１５１と、ローパスフィルタ（以下、Ｌ
ＰＦと称する）３１５２とで構成される。ＤＣアンプ３１５１は、チャージポンプ部３１
４から入力された電流を直流増幅してＬＰＦ３１５２に出力する。ＬＰＦ３１５２は、Ｄ
Ｃアンプ３１５１で増幅された電流を積分してＤＣ電圧とし、生成したＤＣ電圧を局部発
振器３０５に供給する。
【００３８】
　局部発振器３０５では、周波数制御電圧によって局部発振信号の周波数が決定される。
また、周波数制御電圧の生成速度の速さによって、選局時の局部発振器３０５の過渡応答
の速さが決定される。第１のＢＰＦ３０１と第２のＢＰＦ３０３では、周波数制御電圧に
よってそのフィルタ特性が定まる。
【００３９】
　この周波数制御電圧生成部３１５での周波数制御電圧生成動作の速さ、すなわち、選局
時の局部発振器３０５の過渡応答の速さは、以下の設定を変更することにより変化する。
（１）ＰＬＬ回路３１０におけるループゲイン
（２）ＰＬＬ回路３１０のループフィルタのカットオフ周波数の高さ
【００４０】
　（１）に示したＰＬＬ回路３１０におけるループゲインの大きさは、ＤＣアンプ３１５
１のゲインの大きさや、チャージポンプ部３１４の電流の大きさを調整することにより変
更することができる。
【００４１】
　つまり、ＤＣアンプ３１５１のゲインを上げた場合には、ループゲインが大きくなるた
め、周波数制御電圧生成動作が速く行われるようになる。一方、ＤＣアンプ３１５１のゲ
インを下げた場合には、ループゲインが小さくなるため、周波数制御電圧生成動作の速さ
は遅くなる。
【００４２】
　また、チャージポンプ部３１４が供給する電流を大きくした場合にも、ループゲインは
大きくなるため、周波数制御電圧生成動作の速さは早くなる。チャージポンプ部３１４が
供給する電流を小さくした場合には、ループゲインは小さくなるため、周波数制御電圧生
成動作の速さは遅くなる。
【００４３】
　（２）に示したＰＬＬ回路３１０のループフィルタのカットオフ周波数の高低の制御は
、ＤＣアンプ３１５１のカットオフ周波数を高くしたり低くすることにより実現される。
【００４４】
　すなわち、ＤＣアンプ３１５１のカットオフ周波数を高くした場合には、周波数制御電
圧生成動作の速さは早くなり、低くした場合には、周波数制御電圧生成動作の速さは遅く
なる。
【００４５】
　本実施の形態では、あるチューナがチャンネルの切り替え（選局）を行う場合であり、
かつ、その選局時に他のチューナで選局中のチャンネルをまたぐ場合に、周波数制御電圧
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生成動作を遅くする処理を行う。これにより、局部発振器３０５の過渡応答が一時的に遅
くなるため、ＡＧＣ回路における制御が、入力ＲＦ信号のレベル変化に追従して行われる
ようになる。
【００４６】
　そして本実施の形態では、選局時の局部発振器３０５の過渡応答の速さを、チャージポ
ンプ部３１４が供給する電流の大きさを制御することにより実現する場合を例に挙げて説
明する。
【００４７】
　図４（ａ）は、チャージポンプ部３１４から周波数制御電圧生成部３１５に供給される
電流が大きい場合の、チャンネル切り替え時の周波数制御電圧生成部３１５での周波数制
御電圧の電圧レベルの遷移の例を示した図である。図４（ｂ）は、チャージポンプ部３１
４から周波数制御電圧生成部３１５に供給される電流が小さい場合の、チャンネル切り替
え時の周波数制御電圧生成部３１５での周波数制御電圧の電圧レベルの遷移の例を示した
ものである。
【００４８】
　図４（ａ）と図４（ｂ）において、横軸は時間を示している。縦軸には、最上段に、第
１のチューナ２０に入力されるＲＦ信号のレベルを示し、その下の段以降に、チャンネル
ＣＨ３選局用の電圧レベル、チャンネルＣＨ２選局用の電圧レベル、チャンネルＣＨ３を
選局するための電圧レベルを示している。そして、第２のチューナ３０の周波数制御電圧
生成部３１５で生成される周波数制御電圧が遷移する状態を、太字で示してある。
【００４９】
　図４（ａ）には、第２のチューナ３０の周波数制御電圧生成部３１５での周波数制御電
圧の電圧レベルが、太線で示されるように、チャンネルＣＨ１選局用の電圧レベルからチ
ャンネルＣＨ３選局用の電圧レベルまで急速に遷移している様子が示されている。図４（
ａ）に示した例では、チャージポンプ部３１４から周波数制御電圧生成部３１５に供給さ
れる電流が大きいため、周波数制御電圧生成部３１５の動作が高速に行われ、周波数制御
電圧の電圧レベルが急速に遷移している。
【００５０】
　そして、第２のチューナ３０の周波数制御電圧生成部３１５での周波数制御電圧の電圧
レベルが、第１のチューナ２０で選局中のチャンネルＣＨ２に対応付けられた電圧のレベ
ルを横切るときに、ＲＦ入力信号のレベルが変動していることが示されている。まず、第
２のチューナ３０の第１のＢＰＦ３０１に供給される周波数制御電圧のレベルが、第１の
チューナ２０で選局中のチャンネルＣＨ２選局用の電圧レベルと同一となることで、第１
のチューナ２０と第２のチューナ３０のインピーダンス条件が一時的に同等となる。この
影響を受けて、第１のチューナ２０の入力インピーダンスが急激に変化するため、第１の
チューナ２０に入力されるＲＦ信号の信号レベルも瞬間的に変動するようになる。
【００５１】
　図４（ａ）に示した例においては、第２のチューナ３０での周波数制御電圧の電圧レベ
ルの遷移が高速に行われているため、第１のチューナ２０へ入力されるＲＦ信号の信号レ
ベルの変動も、短い時間で生じるようになる。このように、ＲＦ入力信号のレベルが短時
間で変動した場合には、前述したように、第１のチューナ２０のＡＧＣ回路（図示略）で
の制御が追いつかなくなるため、表示装置等に出力される映像の画質が一時的に劣化して
しまうことになる。
【００５２】
　一方、図４（ｂ）に示したように、第２のチューナ３０の周波数制御電圧生成部３１５
での周波数制御電圧の電圧レベルを、比較的長い時間をかけて変化させた場合には、第１
のチューナ２０へのＲＦ入力信号のレベルの変動も、緩やかなものとなる。ＲＦ入力信号
の変動が緩やかであれば、第１のチューナ２０のＡＧＣ回路もその変化に追従することが
可能となるため、表示画面に出力される映像の画質にノイズが乗るようなことがなくなる
。
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【００５３】
　このため、本実施の形態では、チャンネルの切り替えを行う場合であり、他のチューナ
で選局中のチャンネルをまたぐ場合に、チャージポンプ部３１４の電流上限値を、設定し
うる最低の値（レベル）に設定する処理を行う。なお、本例ではチャージポンプ部３１４
の電流上限値を設定しうる最低のレベルに設定する例を挙げるが、これに限定されるもの
ではない。例えばチャージポンプ部３１４の電流上限値を５段階に設定可能な場合には、
下から２番目のレベル等に変更するようにしてもよい。
【００５４】
［装置の動作例］
　以下、図５のフローチャートを参照して、第２のチューナ３０の制御部４０での処理の
例を説明する。なお、本実施の形態では、第２のチューナ３０でチャンネルの切り替えを
行う場合を例に挙げているため、第２のチューナ３０において以下の制御処理が行われる
が、逆の場合もあり得る。つまり、第１のチューナ２０でチャンネル切り替えが行われる
場合には、第１のチューナ２０において、以下に説明する処理が行われる。
【００５５】
　まず第２のチューナ３０での選局が開始され、他のチューナで選局されているチャンネ
ルをまたぐことが検出されると（ステップＳ１）、制御部４０によって、チャージポンプ
部３１４の電流上限値が、設定しうる最低のレベルに設定される（ステップＳ２）。そし
て、ＰＬＬ回路３１０がロックしたか否かの判断が行われる（ステップＳ３）。すなわち
位相比較部３１３（図３参照）に入力される基準信号の周波数と分周された帰還信号の周
波数とが一致しているか否かが判断される。ＰＬＬ回路３１０がロックするまでの間、つ
まり、チャンネルの切り替えが完了するまでの間は、ステップＳ３の判断が繰り返される
。ＰＬＬ回路３１０のロックが確認されると、制御部４０の制御に基づいてチャージポン
プ部３１４の電流上限値が、設定変更前やその他所望の高いレベルに戻される（ステップ
Ｓ４）。
【００５６】
　それとともに、復調部３２での復調処理が開始される（ステップＳ５）。次に、復調部
３２で映像信号及び音声信号の受信が行えたか否かの判断がされ（ステップＳ６）、受信
が完了しない間は、ステップＳ６の判断が繰り返し行われる。そして、受信が完了した時
点で、復調部３２から映像信号と音声信号とが出力される（ステップＳ７）。
【００５７】
［第１の実施の形態による効果］
　上述した実施の形態によれば、第２のチューナ３０でチャンネルの切り替えが行われる
場合であり、その切り替えにより他のチューナで選局されているチャンネルをまたぐ場合
に、チャージポンプ部３１４の電流上限値が最低のレベルに設定され、周波数制御電圧生
成部３１５に供給される電流の量が制限される。これにより、周波数制御電圧生成部３１
５で生成される周波数制御電圧のレベルが、時間をかけて緩やかに変位するようになるた
め、選局時の局部発振器３０５の過渡応答も遅くなる。従って、第１のチューナ２０での
入力インピーダンスの変動も急激なものではなくなる。これにより、第１のチューナ２０
に入力されるＲＦ信号のレベルも緩やかに変化するようになるため、ＡＧＣ回路における
制御も、入力ＲＦ信号のレベル変化に追従して行われるようになる。つまり、表示部等に
出力される画像の劣化を抑制することができるようになる。
【００５８】
　この場合、チャンネルの選局が完了してＰＬＬ回路３１０がロックしたタイミングでチ
ャージポンプ部３１４での電流上限値が、変更前の元の値やその他所望の高値に戻される
ため、第２のチューナ３０での受信感度が低下してしまうようなこともなくなる。
【００５９】
　また、チャージポンプ部３１４での電流上限値の値が元の値や安定した画出しに必要な
その他所望の高値に変更されるのは、第２のチューナ３０でのチャンネル遷移が完了した
後であるため、第１のチューナ２０への入力ＲＦ信号に対して影響が生じることもなくな
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る。
【００６０】
　さらに、上述したチャージポンプ部３１４の電流上限値の設定の変更や再設定の処理は
、制御部４０のみで行うものであるため、既存の回路構成に変更を加えることなく、容易
に導入することができる。
【００６１】
［第１の実施の形態の他の例］
　なお、上述した第１の実施の形態では、チャンネルの切り替えが行われる場合であり、
かつその切り替えにより他のチューナで選局されているチャンネルをまたぐ場合にのみ、
チャージポンプ部３１４の電流上限値の設定を変更する場合を例に挙げたが、これに限定
されるものではない。例えば、他のチューナで選局中のチャンネルをまたぐか否かの判断
は行わず、チャンネルの切り替えを行う場合に、常にこのような制御を行うようにしても
よい。
【００６２】
　また、上述した第１の実施の形態では、チャージポンプ部３１４の電流上限値を変更す
ることによって、選局時の局部発振器３０５の過渡応答を遅くする場合を例に挙げたが、
これに限定されるものではない。例えば、前述したように、ＤＣアンプ３１５１のゲイン
を下げたり、ＬＰＦ３１５２のカットオフ周波数を下げることで、選局時の局部発振器３
０５の過渡応答を遅くするように構成してもよい。
【００６３】
　この場合、一時的に下げるＤＣアンプ３１５１のゲインの値は、ＰＬＬ回路３１０のル
ープが破綻しない程度の値であり、かつ、初期設定値を超えない値に設定するものとする
。同様に、一時的に低くするＬＰＦ３１５２のカットオフ周波数の値も、バウンドが発生
しない程度の値であり、かつ、初期設定値を超えない値に設定するものとする。
【００６４】
　また、上述した第１の実施の形態では、あるチューナによる選局時に、他のチューナで
選局中のチャンネルをまたぐか否かの判断を、テーブルに書き込まれた値を制御部４０が
読みに行くことによって行う場合を例に挙げたが、これに限定されるものではない。例え
ば、あるチューナによる選局が開始された時に、その都度他のチューナでのチャンネルの
選局状況を問い合わせ、その結果に基づいて判断するように構成してもよい。
【００６５】
　また、上述した実施の形態では、チューナを２つ搭載した受信装置を例に挙げたが、３
つ以上搭載した装置に適用するようにしてもよい。
【００６６】
　また、上述した実施の形態では、チューナとして、受信信号に選局用周波数信号を混合
して中間周波信号を得るチューナに適用したが、受信信号に選局用周波数信号を混合して
直接ベースバンド信号を得るチューナに適用してもよい。
【００６７】
＜第２の実施の形態＞
　次に、本発明の第２の実施の形態を、図６～図９を参照して説明する。第２の実施の形
態では、本発明の受信装置を、スプリッタにより分配されたＲＦ信号を、チューナを搭載
した複数の受信装置が受信する受信装置に適用している。
【００６８】
［システムの全体構成例］
　図６に示したブロック図は、このような形態で構成されたシステムの例を機能的に示し
たものである。図６に示したシステムには、ＲＦ入力信号を分配するスプリッタ５０と、
第１のチューナ６０と、第１のチューナ６０を制御する第１の制御部１００が含まれる。
また、第２のチューナ７０と、第２のチューナ７０を制御する第２の制御部１１０とが含
まれる。
【００６９】
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　第１のチューナ６０はチューナ部６１と復調部６２とを備え、第２のチューナ７０は、
チューナ部７１と復調部７２とを備える。そして、第１のチューナにおけるチューナ部６
１と復調部６２は、制御線Ｌｎ１を介して第１の制御部１００と接続してある。また、第
２のチューナ７０におけるチューナ部７１と復調部７２は、制御線Ｌｎ２を介して第２の
制御部１１０と接続してある。
【００７０】
　そして、第１の制御部１００と第２の制御部１１０とは、例えばＨＤＭＩ（High Defin
ition Multimedia Interface）ケーブル等よりなる制御線Ｌｎ１０接続されており、それ
ぞれが選局中のチャンネルの情報を、この制御線Ｌｎ１０を通して共有ることができる。
【００７１】
　なお、第１のチューナ６０及び第２のチューナ７０は、図２に示した第１のチューナ２
０や第２のチューナ３０と同一の構成としてあるものとする。つまり、図３に示した各ブ
ロックにより構成されているものとする。
【００７２】
［装置の動作例］
　次に、図７のフローチャートを参照して、チャンネルの選局を行う側の受信装置におい
て行われる制御の例を説明する。図７に示した動作は、第２のチューナ７０がチャンネル
の切り替えを行う場合の例を示したものである。
【００７３】
　まず、第２のチューナ７０での選局が開始されると（ステップＳ１１）、第２のチュー
ナ７０を制御する第２の制御部１１０によって、第１のチューナ６０での選局周波数が取
得される（ステップＳ１２）。続いて、第２の制御部１１０で、第２のチューナ７０によ
る選局が、第１のチューナ６０で選局中の選局周波数をまたぐ選局であるか否かが判断さ
れる（ステップＳ１３）。
【００７４】
　第１のチューナ６０での選局周波数をまたがない選局である場合には、第２の制御部１
１０によって、局部発振器３０５（図３参照）で生成される局部発振信号の周波数を変更
する制御が行われる（ステップＳ１４）。
【００７５】
　次に、第２のチューナ７０内のＰＬＬ回路３１０（図３参照）がロックしたか否かが第
２の制御部１１０で判断され（ステップＳ１５）、ロックしていないと判断された場合に
は、ステップＳ１５の判断が続けられる。
【００７６】
　第２のチューナ７０内のＰＬＬ回路３１０がロックしたと判断された場合には、第２の
チューナ７０内の復調部７２での復調処理が開始される（ステップＳ１６）。次に、復調
部７２で映像信号及び音声信号の受信が行えたか否かの判断がされ（ステップＳ１７）、
受信が完了しない間は、ステップＳ１７の判断が継続される。そして、受信が完了した時
点で、復調部７２から映像信号と音声信号とが出力される（ステップＳ１８）。
【００７７】
　一方、ステップＳ１３で、第２のチューナ７０による選局が、第１のチューナ６０で選
局中の選局周波数をまたぐ選局であると判断された場合には、第２の制御部１１０によっ
て、周波数制御電圧生成部３１５での周波数制御電圧生成速度を抑制する（遅くする）た
めの制御が行われるとともに、選局周波数を変更する設定が行われる（ステップＳ１９）
。
【００７８】
　周波数制御電圧生成部３１５での周波数制御電圧生成速度を遅くする制御としては、第
１の実施の形態で述べたような、ＰＬＬ回路３１０におけるループゲインを下げる制御や
、ＬＰＦ３１５２（図３参照）のカットオフ周波数を低くする制御を行う。
【００７９】
　続いて、第２の制御部１１０によって、第２のチューナ７０内のＰＬＬ回路３１０がロ
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ックしたか否かが判断され（ステップＳ２０）、ロックしていないと判断された場合には
、ステップＳ２０の判断が続けられる。
【００８０】
　第２のチューナ７０内のＰＬＬ回路３１０がロックしたと判断された場合には、第２の
制御部１１０による、周波数制御電圧生成速度を遅くする制御が終了される（ステップＳ
２１）。
【００８１】
　そして、第２のチューナ７０内の復調部７２での復調処理が開始される（ステップＳ２
２）。次に、復調部７２で映像信号及び音声信号の受信が行えたか否かの判断がされ（ス
テップＳ２３）、受信が完了しない間は、ステップＳ２３の判断が継続される。そして、
受信が完了した時点で、復調部７２から映像信号と音声信号とが出力される（ステップＳ
２４）。
【００８２】
　次に、第２の実施の形態が適用される具体的なシステムの構成例について、図８及び図
９を参照して説明する。
【００８３】
　図８は、図示せぬアンテナで得られたＲＦ入力信号を、第１のチューナ６０を内蔵した
記録再生装置１と、第２のチューナ７０を内蔵したテレビジョン受像機２が受信する構成
を示したものである。記録再生装置１としては、例えば、ビデオレコーダやＨＤＤレコー
ダ、ＤＶＤレコーダ、Blu-ray（登録商標）レコーダ等の装置が使用される。
【００８４】
　図８に示した構成では、ＲＦ入力信号を、記録再生装置１内のスプリッタ５０が、記録
再生装置１内の第１のチューナ６０とテレビジョン受像機内の第２のチューナ７０とに分
配している。
【００８５】
　なお、ここでは記録再生装置１とテレビジョン受像機２の２台の装置にＲＦ入力信号を
分配する構成を例に挙げているが、これに限定されるものではない。例えば、図８の記録
再生装置１に、スプリッタ及びチューナを備えた装置をさらに複数台接続するような構成
に適用してもよい。
【００８６】
　図８に示す記録再生装置１内には、第１のチューナ６０を制御する第１の制御部１００
を設けてあり、テレビジョン受像機２内には、第２のチューナ７０を制御する第２の制御
部１１０を設けてある。そして、第１の制御部１００と第２の制御部１１０とを、制御線
Ｌｎ１０で接続してある。
【００８７】
　第１の制御部１００内（又は第２の制御部１１０内）には図示せぬテーブルが記憶され
ており、このテーブルの中には、第１のチューナ６０で選局中の選局周波数と第２のチュ
ーナ７０で選局中の選局周波数の情報とが記憶される。そして、チャンネルの変更（選局
）を行う際に、第１の制御部１００又は第２の制御部１１０がこのテーブルに記憶された
値を参照することによって、選局によって他のチューナで選局中の選局周波数をまたぐか
否かの判断を行う。
【００８８】
　第１のチューナ６０と第２のチューナ７０の内部構成は、図３に示した構成と同一であ
るものとする。また、選局を行う側の制御部での処理としては、図７に示したものと同じ
処理を行うものとする。すなわち、あるチューナでチャンネルの切り替えが行われる場合
であり、その切り替えにより他のチューナで選局されているチャンネルをまたぐ場合に、
周波数制御電圧の生成速度を遅くする制御が行われる。
【００８９】
　なお、第１の実施の形態でも述べたとおり、第１の制御部１００（又は第２の制御部１
１０）内にテーブルを設けずに、他のチューナでの選局周波数情報を、通信を介してその
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都度取得するような構成に適用してもよい。
【００９０】
　図９は、図示せぬアンテナで得られたＲＦ入力信号を、第１のチューナ６０を内蔵した
記録再生装置１と、第２のチューナ７０を内蔵したテレビジョン受像機２と、第３のチュ
ーナ８０を有するパーソナルコンピュータ３が受信する構成を示したものである。
【００９１】
　図９に示した構成では、ＲＦ入力信号を、入力信号を複数個に分配可能な外付けのスプ
リッタ５０′が分配している。
【００９２】
　図９においては、記録再生装置１とテレビジョン受像機２とパーソナルコンピュータ３
の３台の装置にＲＦ入力信号を分配する構成を例に挙げているが、これに限定されるもの
ではない。すなわち、チューナを備えた装置を、スプリッタ５０′にさらに複数台接続す
るような構成に適用してもよい。
【００９３】
　図９に示す記録再生装置１内には、第１のチューナ６０を制御する第１の制御部１００
を設けてあり、テレビジョン受像機２内には、第２のチューナ７０を制御する第２の制御
部１１０を設けてある。また、パーソナルコンピュータ３内にも、第３のチューナ８０を
制御する第３の制御部１２０を設けてある。そして、第１の制御部１００と第２の制御部
１１０と第３の制御部１２０とを、制御線Ｌｎ１０で接続してある。
【００９４】
　そして、第１のチューナ６０と第２のチューナ７０と第３のチューナ８０の内部構成は
、図３に示した構成と同一であり、選局を行う側の制御部での処理としては、図７に示し
たものと同じ処理を行うものとする。
【００９５】
［第２の実施の形態による効果］
　上述した第２の実施の形態によれば、チューナを備えた複数の装置に、スプリッタ５０
（又はスプリッタ５０′）によって分配されたＲＦ入力信号を分配する構成においても、
あるチューナでチャンネルの切り替えが行われる場合であり、その切り替えにより他のチ
ューナで選局されているチャンネルをまたぐ場合に、周波数制御電圧の生成速度を遅くす
る制御が行われる。これにより、選局時の局部発振器３０５（図３参照）の過渡応答が遅
くなるため、ＡＧＣ回路における制御も、入力ＲＦ信号のレベル変化に追従して行われる
ようになる。つまり、表示部等に出力される画像の劣化を抑制することができるようにな
る。
【００９６】
　なお、上述した実施形態例における一連の処理は、ハードウェアにより実行することが
できるが、ソフトウェアにより実行させることもできる。一連の処理をソフトウェアによ
り実行させる場合には、そのソフトウェアを構成するプログラムを、専用のハードウェア
に組み込まれている制御処理部（中央制御ユニットなど）にインストールすることで実行
させる。
【００９７】
　また、本明細書において、ソフトウェアを構成するプログラムを記述するステップは、
記載された順序に沿って時系列的に行われる処理はもちろん、必ずしも時系列的に処理さ
れなくとも、並列的あるいは個別に実行される処理をも含むものである。
【引用符号の説明】
【００９８】
　１…記録再生装置、２…テレビジョン受像機、３…パーソナルコンピュータ、１０…ス
プリッタ、２０…第１のチューナ、２１…チューナ部、２２…復調部、３０第２のチュー
ナ、３１…チューナ部、３２…復調部、４０…制御部、５０，５０′…スプリッタ、６０
…第１のチューナ、６１…チューナ部、６２…復調部、７０…第２のチューナ、７１…チ
ューナ部、７２…復調部、８０…第３のチューナ、１００…第１の制御部、１１０…第２
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の制御部、１２０…第３の制御部、３００…受信回路、３０１…第１のＢＰＦ、３０２…
低雑音増幅器、３０３…第２のＢＰＦ、３０４…ミキサ、３０５…局部発振器、３０６…
中間周波増幅器、３０７…ＡＧＣ回路、３１０…ＰＬＬ回路、３１１…プログラマブル分
周部、３１２…基準信号発生部、３１３…位相比較部、３１４…チャージポンプ部、３１
５…周波数制御電圧生成部、３１５１…ＤＣアンプ、３１５２…ローパスフィルタ、ＣＨ
１，ＣＨ２，ＣＨ３…チャンネル、Ｌｎ１，Ｌｎ２，Ｌｎ３，Ｌｎ１０…制御線

【図１】 【図２】
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